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Ⅰ 財務書類の作成にあたって 

平成１８年８月３１日、「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（総務

事務次官通知）」が策定されました。 

その中で、地方公共団体は「国の作成基準に準拠し、発生主義の活用及び複式簿記の考え

方の導入を図り、貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書の４

表の整備を標準形とし、地方公共団体単体及び関連団体等も含む連結ベースで、「地方公共団

体財務書類作成にかかる基準モデル」又は「地方公共団体財務書類作成にかかる総務省方式

改訂モデル」を活用して、公会計の整備の推進に取り組むこと」を求められたところです。 

 これを受け、美郷町では平成２０年度決算から決算統計等のデータを活用する「総務省方

式改訂モデル」により、財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、

資金収支計算書）を作成し公表しています。 

 

Ⅱ ４表の相関図 

        貸借対照表                    行政コスト計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      資金収支計算書                  純資産変動計算書 
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期末歳計現金残高 期末純資産残高 



Ⅲ 普通会計の財務書類４表 

 １ 貸借対照表 

   貸借対照表とは、住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その

資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを示したもので、表内の資産合

計額（表左側）と負債・純資産合計額（表右側）が一致し、左右の均衡がとれているこ

とからバランスシートとも呼ばれています。 

                                   （単位：千円） 

借      方 貸      方 

資産の部（これまで形成してきた資産） 負債の部（将来の世代が負担する金額） 

１ 公共資産 51,144,937 １ 固定負債 12,004,787 

(1)有形固定資産 51,136,339 (1)地方債 10,408,477 

(2)売却可能資産 8,598 (2)退職手当引当金 1,596,310 

２ 投資等 3,162,671 ２ 流動負債 1,270,280 

(1)投資及び出資金 179,621 (1)翌年度償還予定地方債 1,178,546 

(2)貸付金 169,762 (2)賞与引当金 91,734 

(3)基金等 2,751,612   

(4)長期延滞債権 70,835 負 債 合 計 13,275,067 

(5)回収不能見込額 △9,159 純資産の部（これまでの世代が負担した金額） 

３ 流動資産 

(1)財政調整基金、減債基金 

3,067,907 

2,595,875 

１ 公共資産等整備国庫補助金等 

２ 公共資産等整備一般財源等 

8,407,117 

36,998,826 

(2)歳計現金 451,421 ３ その他一般財源等 △1,316,301 

(3)未収金 23,734 ４ 資産評価差額 10,807 

(4)回収不能見込額 △3,123 純 資 産 合 計 44,100,448 

資 産 合 計 57,375,515 負債・純資産合計 57,375,515 

 

  （１）貸借対照表の概要 

普通会計の平成２６年度末の資産総額は５７３億７，５５１万５千円で、前年度

に対して１億８，９７４万８千円減少しています。 

 

【資産の部】 

   ①公共資産 

     公共資産は、「有形固定資産」と「売却可能資産」で構成されており、前年度より

２，９３６万７千円減の５１１億４，４９３万７千円で資産の８９．１％を占めて

います。 

「有形固定資産」は、昭和４４年度以降の決算統計の普通建設事業費累計額を取

得原価とし、用地取得費以外は減価償却後の資産を計上しており、前年度より２，

８７４万９千円減の５１１億３，６３３万９千円となっています。行政目的別の内

訳では、道路や町営住宅などの「生活インフラ・国土保全」が４５．０％、次に学

校や文化施設の「教育」が２８．５％となっています。 



「売却可能資産」は、前年度より６１万８千円減の８５９万８千円となっていま

す。 

 

   ②投資等 

     投資等は、第三セクター等への「投資及び出資金」や「貸付金」、「基金」、回収期

限から１年以上回収できていない「長期延滞債権」などで構成されており、前年度

より２億５，６５９万４千円減の３１億６，２６７万１千円となっています。 

     「長期延滞債権」は、町税や使用料・手数料、貸付金等の収入未済額のうち、調

定年度が前年度以前のものです。 

      

   ③流動資産 

     流動資産は、現金や必要に応じてすぐに使える「基金」、税金等の「未収金」、「回

収不能見込額」などで構成されており、前年度より９，６２１万３千円増の３０億

６，７９０万７千円となっています。 

「回収不能見込額」は、町税や使用料、手数料、貸付金等の収入未済額のうち回収

不能が見込まれる金額を過去の不納欠損実積率により算定し計上しています。 

      

  【負債の部】 

   ①固定負債 

     固定負債は、翌々年度以降に償還される「地方債」や仮に年度末に職員全員が普

通退職した場合に必要になる退職手当の「退職手当引当金」などで構成されており、

前年度より９億１，２６６万７千円減の１２０億４７８万７千円となっています。 

 

   ②流動負債 

     流動負債は、１年以内に支払や返済をしなければならないもので「翌年度償還予

定地方債」や翌年度の６月に支払われる期末・勤勉手当のうち、１２月から３月ま

での負担相当額である「賞与引当金」などで構成されており、前年度より５，５９

７万３千円減の１２億７，０２８万円となっています。 

 

  【純資産の部】 

   ①公共資産等整備国庫補助金等 

     住民サービスを提供するための財産を取得した財源のうち国・県から受けた補助

金は、前年度より３億１，０１５万９千円増の８４億７１１万７千円となっていま

す。 

 

   ②公共資産等整備一般財源等 

     住民サービスを提供するための財産を取得した財源のうち、上記の国県補助金等

と建設地方債を除いた部分は、前年度より１１７億６５３万５千円減の３６９億８

８２万６千円となっています。 

 

 



③その他一般財源等 

     公共資産等以外の資産から公共資産整備財源以外の負債を差し引いた額は、前年

度より１２１億７，２９５万６千円増のマイナス１３億１，６３０万１千円となっ

ています。これは、翌年度以降自由に使えるお金がすでに拘束されているというこ

とになります。 

    

  （２）町民一人あたりの貸借対照表 

（平成２７年３月３１日現在 人口：２０，８０２人） 

                                （単位：千円） 

借   方 貸   方 

【資産の部】 

１ 公共資産      2,459 

２ 投資等        152 

３ 流動資産       147 

 

 

 

 

 

資産合計                2,758 

【負債の部】 

１ 固定負債             577 

２ 流動負債              61 

 

負債合計         638 

 

【純資産の部】  

純資産合計      2,120 

 

負債・純資産合計    2,758 

 

    町民一人あたりでは、資産は前年度より３万７千円増の２７５万８千円、負債は前 

年度より３万５千円減の６３万８千円となっています。純資産は、前年度より７万２

千円増の２１２万円となっています。 

 

（３）貸借対照表からわかる分析指標の前年度との比較 

   ①社会資本形成の世代間負担率  純資産合計額÷公共資産合計×１００ 

     社会資本整備のうち、これまでの世代によって負担した割合を表しています。こ

の比率が高いほど、将来への負担が低いことになります。平均値は５０％～９０％

とされています。 

年  度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

これまでの世代による社会資本

負担比率 
８２．５％ ８４．７％ ８６．２％ 

 

   ②資産老朽化比率  減価償却累計額合計÷償却資産取得価額等合計×１００ 

     償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合により、償却資産が平均して

どの程度老朽化しているかを表します。５０％以上は老朽化がかなり進んでいると

いえます。平均値は３５％～５０％とされています。 

年  度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

資産老朽化比率 ５１．６％ ５３．１ ５４．２ 



２ 行政コスト計算書 

  １年間に人的サービスや給付サービスなどの資産形成につながらない行政サービス 

にかかった費用と、その財源である使用料・手数料や負担金などを明らかにしたもので

す。 

 

                （単位：千円） 

経 常 行 政 コ ス ト 9,795,196 

１ 人にかかるコスト 

２ 物にかかるコスト 

３ 移転支出的なコスト 

４ その他のコスト 

1,601,410 

3,908,195 

4,151,803 

133,788 

経 常 収 益 307,324 

１ 使用料・手数料 

２ 分担金・負担金・寄附金 

203,593 

103,731 

純経常行政コスト（経常行政コスト―経常収益） 9,487,872 

 

 

（１）行政コスト計算書の概要 

普通会計における平成２６年度の経常行政コストは９７億９，５１９万６千円と

なり、前年度に対して９，５９３万５千円減少しています。 

 

【経常行政コスト】 

①人にかかるコスト 

   人にかかるコストは、「人件費」、「退職手当引当金繰入額等」、「賞与引当金繰入

額」で構成されており、前年度より１億８，００３万３千円減の１６億１４１万円

となっています。 

 

②物にかかるコスト 

   物にかかるコストは、「物件費」、「維持補修費」、「減価償却費」で構成されてお

り、前年度より７，７３１万１千円減の３９億８１９万５千円となっています。 

 

③移転支出的なコスト 

   移転支出的なコストは、「社会保障給付」、「補助金等」、「他会計への支出額」、「他

団体への公共資産整備補助金等」で構成されており、前年度より１億８，７７６万

５千円増の４１億５，１８０万３千円となっています。 

 

④その他のコスト 

   その他のコストは、「支払利息」、「回収不能見込計上額」、「その他行政コスト」

で構成され、前年度より２，６３０万６千円減の１億３，３７８万８千円となって

います。 



【経常収益】 

 ①使用料・手数料 

   使用料・手数料は、前年度より２万９千円増の２億３５９万３千円となっていま

す。 

 

 ②分担金・負担金・寄附金 

   分担金・負担金・寄附金は、前年度より６３３万８千円増の１億３７３万１千円

となっています。 

 

【純経常行政コスト】 

  経常行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストは、前年度より１億２

３０万２千円減の９４億８，７８７万２千円となっています。 

  

（２）町民一人あたりの行政コスト 

（平成２７年３月３１日現在 人口：２０，８０２人） 

                           （単位：千円） 

経 常 行 政 コ ス ト 471 

１ 人にかかるコスト 

２ 物にかかるコスト 

３ 移転支出的なコスト 

４ その他のコスト 

77 

188 

200 

6 

経 常 収 益 15 

１ 使用料・手数料 

２ 分担金・負担金・寄附金 

10 

5 

純経常行政コスト（経常行政コスト―経常収益） 456 

 

町民一人あたりでは、経常行政コストは前年度より３千円増の４７万１千円、経常

収益は前年度より１千円増の１万５千円となっています。 

 

 

  （３）行政コスト計算書からわかる分析指標の前年度との比較 

   ①受益者負担比率  経常収益÷経常行政コスト×１００ 

     行政コスト計算書における経常収益は、受益者負担の金額であるため、経常収益

の経常行政コストに対する割合を算定することにより受益者負担割合を表していま

す。平均値は、２％～８％とされています。 

     

年  度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

受益者負担比率 ２．９％ ３．０％ ３．１％ 

 

 



３ 純資産変動計算書 

  貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動したかを表しています。 

 

                            （単位：千円） 

 

  

 

（１）純資産変動計算書の概要 

①期首純資産残高 

   ２５年度末の純資産残高は４３３億２，１５５万６千円となっています。 

 

②純経常行政コスト 

   行政コスト計算書における「純経常行政コスト」は前年度より１億２３０万２千

円減のマイナス９４億８，７８７万２千円となっています。 

 

 

 

 

③一般財源 

   一般財源は、「地方税」、「地方交付税」、「その他行政コスト充当財源」で構成さ

れています。 

   「地方税」は前年度より３，８８５万円減の１４億３，３１６万８千円となって

います。「地方交付税」は前年度より１億３，４７１万円減の６１億３，２５２万

９千円となっています。「その他行政コスト充当財源」は、前年度より１，０３９

万１千円増の７億９２８万３千円となっています。 

 

④補助金等受入 

   補助金等受入は、「国庫補助金」、「県補助金」で構成されており、前年度より２

億４，５３７万４千円増の１９億６，８９７万５千円となっています。 

 

期首純資産残高 43,321,556 

純経常行政コスト △9,487,872 

一般財源 

 地方税 

 地方交付税 

 その他行政コスト充当財源 

 

1,433,168 

6,132,529 

709,283 

補助金等受入 1,968,975 

臨時損益 5,957 

資産評価替・無償受贈資産受入 2,313 

その他 14,539   

期末純資産残高 44,100,448 



⑤臨時損益 

   臨時損益は、「災害復旧事業費」、「公共資産除売却損益」、「投資損失」で構成さ

れており、前年度より６，４２９万１千 円増の５９５万７千円となっています。 

 

⑥資産評価替・無償受贈資産受入 

   売却可能資産として時価評価した際の評価差額や資産評価替えを行った場合と

寄附等により無償で受贈した場合の評価額で構成され、１８２万円増の２３１万３

千円となっています。 

 

 

４ 資金収支計算書 

  １年間の資金（歳計現金）の流れを「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投 

資・財務的収支の部」の３つに分けて表したものです。 

 

                           （単位：千円） 

期首資金残高 422,762 

１ 経常的収支 

   収 入 

   支 出 

２ 公共資産整備収支 

   収 入 

   支 出 

３ 投資・財務的収支 

   収 入 

   支 出 

2,391,095 

9,909,444 

7,518,349   

△455,695 

1,667,083 

2,122,778 

△1,906,741 

197,076 

2,103,817 

期末資金残高 451,421 

 

 

（１）資金収支計算書の概要 

①経常的収支 

   経常的収支は、地方交付税、地方税、国県補助金等の収入と人件費、補助金、物

件費等の支出で構成され、前年度より４億８，６１８万５千円減の２３億９，１０

９万５千円となっています。 

   

②公共資産整備収支 

   公共資産整備収支は、地方債発行額、国県補助金等の収入と公共資産取得の支出

で構成され、前年度より１億７，９４１万５千円増のマイナス４億５，５６９万５

千円となっています。この不足分は、経常的収支の差額で賄われたことになります。 

   

 



③投資・財務的収支 

   投資的・財務的収支は貸付金の返還額、公共資産売却等の収入と地方債償還、他

会計等への公債費充当財源繰出、基金積立金等の支出で構成され、前年度より７億

５，４９８万４千円減のマイナス１９億６７４万１千円となっています。この不足

分は、経常的収支の差額で賄われたことになります。 

   

 ④期末資金残高 

   期末資金残高は、前年度より２，８６５万９千円増の４億５，１４２万１千円と

なっています。 

 

 

 

（２）資金収支計算書からわかる分析指標の前年度との比較 

①歳入額対資産比率  資産合計÷歳入合計×１００ 

   歳入総額に対する資産の比率を算定することで、資産が何年分に相当するかがわ

かります。資産合計額は貸借対照表の数値、歳入合計は資金収支計算書の各部の収

入合計の総額に期首資金残高を加算した数値です。平均値は３年～７年とされてい

ます。 

年  度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

歳入対資産比率 ４．８５年 ４．８４年 ４．８７年 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅳ 町全体の財務書類４表 

 
 町では普通会計で行っている事業のほかに特別会計で行っている事業があります。これら

の会計を連結して町全体の財務書類を作成しました。会計間で行き来があった場合、その支

出及び収入を相殺消去しています。 

 

 

 

               

   簡易水道事業特別会計 

                 下水道事業特別会計 

                 農業集落排水事業特別会計 

 国民健康保険特別会計 

 後期高齢者医療特別会計 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

                

                  

 

 

            

 

             
            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町全体 

普通会計 

内部取引 相殺消去等 

普通会計 

財務書類 

特別会計 

財務書類 

町全体 

財務書類 

＋ 

＋ 

－

＝ 

 

 

 
＝ 



Ⅴ 連結会計の財務書類４表 
  

普通会計や特別会計に加え、町と連携して行政サービスを実施している関係団体や法人を

含んで一つの行政サービス実施体とみなして作成したのが連結会計財務書類です。連結間で

行き来があった場合、その支出及び収入を相殺消去しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    
 

 

 

 

                    
 

 

 

                           
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大曲仙北広域市町村圏組合 

大仙美郷環境事業組合 

大仙美郷介護福祉組合 

秋田県市町村総合事務組合 

秋田県市町村会館管理組合 

秋田県後期高齢者医療広域連合 

秋田県町村電算システム共同事業組合 

美郷温泉振興株式会社 

株式会社雁の里せんなん 

六郷開発株式会社 

六郷まちづくり株式会社 

株式会社美郷の大地 

 

簡易水道事業特別会計 

下水道事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

国民健康保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

町全体 

普通会計 

連結 

普通会計 

財務書類 

特別会計 

財務書類 

一部事務組

合財務書類 

地方三公社 

財務書類 
第三セクター

財務書類 

内部取引 相殺消去等 

連結 

財務書類 

＋ 

＋ 

－ 

＝ 


